
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

9/26（金）、久々に一般質問を行い

ました。ここ数年、代表質問が続いたの

で、会派としての質問・提言・意見を述

べてきましたが、今回は、個人的な想い

をたっぷり込めて４項目質問しました。 

質問のテーマは「２０４０年を見据え

た地域社会づくり」です。人口減少の中、

高齢化がピークを迎える２０４０年頃か

ら２０６０年頃にかけて、自治体経営は

最も困難な時期を迎えると考えられて

います。 

今回の質問では、その頃の社会を見据えた地域政策の検討や若者の意見反映、多文化共生社会づ

くり、財政健全化、そして元気な地域を創っていくための産業振興（今回はスポーツ産業）を取り上げ

ました。以下に概要を抜粋して報告させていただきます。 

２０４０基本指針（仮称）の策定に向けて 

【田口 質問】 

総務省は２０１８年、

「自治体戦略２０４０

構想研究会」を立ち上

げ、個別分野の課題

として「子育て・教育」

「医療・介護」「インフ

ラ・公共施設」「治安・

防災」「労働・産業・テ

クノロジー」などを挙

げている。 

県は現在「２０４０基本指針（仮称）」の検討を進め

ているが、若手職員の意見を積極的に吸い上げる仕

組み、若手職員が自分事として考え政策立案にかか

わっていく体制が必要であると考えるが、どう進めて

いくのか。 

また、政策ごと、地域ごとに課題を明らかにし、解

決策を検討していくことが必要であると考えるが、２

０４０年を見据えた課題に取り組むため、この基本指

針をどのように策定していくのか、県の考え方を伺う。 
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【鈴木知事 答弁】 

我が国の人口減少は、

合計特殊出生率が 1.15

と過去最低となり、人口

置換水準の 2.07 を下回

る限り避けられない。 

この現実を踏まえ、豊

かな生活を維持・向上す

るため「適応対策」が不可

欠である。 

具体的には、AI などによる社会全体の生産性向

上、多様な人材の活躍促進、税収減少や行政需要の

変化に応じた社会最適化が重要となる。 

特に 65 歳以上人口が最大となる 2040 年を見

据え、子育て・教育・医療介護・インフラといった政策

分野の将来像を明らかにし、長期的施策の方向性を

示す基本指針を策定する。 

そのため局長級の人口減少対策担当を新設し、若

手職員による横断的プロジェクトチームを編成。さ

らに地域ごとの実情把握のため、市町へのヒアリン

グを実施し、現場の課題を反映させる。年度内の公

表を目指して検討を進めている。 
 

 

 

 



国・県・市町の連携による資産経営の推進 

【田口 質問】 

資産経営は、バックキャスティングで考えるべき大

きなテーマであり、これからの公共施設のあるべき姿

としては、フルセット主義から脱却し共同設置を推進

するほか、単目的から多目的化への移行、官民連携

が不可欠である。 

県は今年度、国も巻き込んで資産経営の取組を進

めていくとしたが、「県と国」及び「県と市町」が連携し

た取組について、現時点の状況を伺う。 

また、施設利用の連携に当たっては地域との関わ

りが重要であり、県立高校の在り方について県教委

が進めている「地域協議会」のような取組が必要にな

ると考える。 

地域局ごとあるいはもっと細かい地域ごとに、行

政経営研究会の下部組織として、エリア単位の「資産

経営研究会」を設置し、取組を進めていくべきと考え

るが、県の所見を伺う。 

【山田財務部長 答弁】 

県及び市町は、それぞれ公共施設等総合管理計画

を策定し、施設の総量適正化や有効活用に取り組ん

でいる。しかし、人口減少や財政規模縮小を踏まえ、

地域ごとの行政機能やサービスを把握し、自治体の

垣根を越えた重複機能の整理や施設集約を進めるこ

とが重要である。 

そこで今年度、国・県・市町が参加する資産経営研

究会を設置し、施設情報や余剰スペース、建替計画を

共有し、集約化の可能性を検討する。 

地域ごとの取組については市町の意見を踏まえ協

議の機会を設ける方向で検討中である。 

県は個別施設計画や施設種別ごとの方向性を策定

し、存廃も含めた最適化を国・市町と連携して進めて

いく。 

 

 

スポーツ産業による地域活性化について 

【田口 質問】 

人口減少下

にあって、今後

の地域活性化

や雇用創出に

大きな影響を

与えるのはス

ポーツ産業で

ある。 

浜松市では、 

県による篠原地  

区公園整備や四ツ池公園・浜松アリーナ整備が検討さ

れており、静岡市でもスタジアム・アリーナ構想がある。 

ハード整備とソフトコンテンツの組み合わせにより、

税収確保、シビックプライドの醸成も期待できる。 

県は７月に「しずおかスポーツ産業ビジョン」を公表

し、「みるスポーツ拡大による地域好循環創出」をトッ

プ施策とし、現状 646 億円の市場を１０年後に

1,053 億円に拡大する目標を掲げた。さらに「県内産

業とスポーツ分野の共創事業展開」で10年後に123

億円の創出を目指している。今後の具体的な進め方に

ついて県の所見を伺う。 

 

 

 

【都築スポーツ文化観光部長 答弁】 

「しずおかスポーツ産業ビジョン」の具現化に向け、

県は７月にプロスポーツチームや県内企業、スタート

アップ等で構成するオープンイノベーションプラットフ

ォーム「静岡ＳＯＩＰ（ソイップ）」を立ち上げ、スポーツ

ビジネス化の促進による県内産業の市場拡大を進め

ている。 

みるスポーツの拡大では、ＶＲやＡＲなど革新的技

術を活用した新観戦体験や、スタジアムでの特別感あ

る食事・解説・送迎などのスポーツホスピタリティを

提供し、観戦者の満足度向上を図る。 

共創支援では、スポーツビジネスの実績あるコーデ

ィネーターを任用し、映像・音響・通信・環境等の技術

やサービスと、スポーツチームや県内企業とのマッチ

ングを推進する。 

ピッチイベント等を通じ、高度な観戦価値やデジタ

ル技術を活用した県民参加型スポーツ環境の提供を

目指し、静岡発のスポーツビジネス創出による地域活

性化を図る。 

 
 

 

 

 

 

 

県議会ではインターネット動画 

（録画）を配信しています。田口の

質問の詳細は右のQRコードから

見ることができます。ぜひご覧に

なってください。 


